

第５期障がい福祉計画　ＰＤＣＡサイクル管理用シート（大阪府）
	基本指針の目標
	施設入所者の地域生活への移行



	計画（Ｐ）→実施（Ｄ）
	目標値

実績値
	
· 【令和２年度末までの目標値】
· 　・施設入所者数の減少：１１６人
· 　・地域移行者数の増加：５３５人
【目標達成に向けた考え方等】
地域移行後の地域生活支援の体制整備が課題となっており、目標達成に向けて、広域的に必要な支援策について検討する。

【実績の推移】※ (　)の数値は前年度までの実績を合わせた累計

	実績
	H30
	R1
	R2

	施設入所者数の削減
	49人
（74人）
	76人
（１５０人）
	23人
（173人）




	実績
	H30
	R1
	R2

	地域生活移行者数の増加
	106人
（240人）
	111人
（351人）
	96人
（447人）




	主な活動指標
	H３０
	R１
	R２

	訪問系サービス合計
	見込
	35,731人／月
	38,107人／月
	40,618人／月

	
	実績
	35,917人／月
	38,570人／月
	36,862人／月

	生活介護
	見込
	21,261人／月
	21,999人／月
	22,772人／月

	
	事績
	21,588人／月
	22,511人／月
	22,656人／月

	自立訓練（機能訓練・生活訓練）
	見込
	1,707人／月
	1,863人／月
	2,034人／月

	
	実績
	1,428人／月
	1,480人／月
	1,659人／月

	就労移行支援
	見込
	3,729人／月
	4,091人／月
	4,394人／月

	
	実績
	3,593人／月
	4,081人／月
	4,102人／月

	就労継続支援（Ａ型）
	見込
	6,016人／月
	6,602人／月
	7,219人／月

	
	実績
	6,121人／月
	6,451人／月
	6,775人／月

	就労継続支援（Ｂ型）
	見込
	15,548人／月
	16,458人／月
	17,440人／月

	
	実績
	16,358人／月
	17,843人／月
	19,465人／月

	短期入所
	見込
	6,372人／月
	6,794人／月
	7,235人／月

	
	実績
	6,082人／月
	6,441人／月
	5,156人／月

	自立生活援助
	見込
	455人／月
	503人／月
	540人／月

	
	実績
	26人／月
	69人／月
	56人／月

	共同生活援助
	見込
	8,686人／月
	9,343人／月
	10,059人／月

	
	実績
	8,520人／月
	9,327人／月
	10,189人／月

	地域移行支援
	見込
	203人／月
	218人／月
	242人／月

	
	実績
	56人／月
	56人／月
	46人／月

	地域定着支援
	見込
	935人／月
	1,053人／月
	1,180人／月

	
	実績
	757人／月
	849人／月
	917人／月

	施設入所支援
※減少を目指す
	見込
	4,910人／月
	4,868人／月
	4,811人／月

	
	実績
	4,864人／月
	4,816人／月
	4,770人／月




	評価（Ｃ）

	【目標等を踏まえた評価（Ｒ2年度）】
・障がい者自立支援協議会地域支援推進部会基盤整備促進ワーキンググループでとりまとめられた府への提言（令和元年10月）を受けて、広域的・専門的に対応が必要な機能として令和２年度に重度知的障がい者地域生活支援体制整備モデル事業を実施した。

・施設入所者の重度化・高齢化を踏まえ、広域的に必要な支援策について検討を行うとともに、地域移行の受け皿となるグループホームの体制強化について国に対し要望した。

【新型コロナウイルスによる影響】
・実績に新型コロナウイルスによる影響が直接関係していたかどうかは定かではないが、市町村へのヒアリングで「施設への訪問や働きかけができなかった」「グループホームの体験ができなかった」と確認した。
	【計画期間における達成状況】
①施設入所者数の削減
●達成状況
　○（達成率：149.1％）
・目標値:116人に対して実績値173人。

●要因分析・考察
・施設入所者の高齢化により「病院」、「死亡」による退所者が増加している。

●今後の課題
・重度化・高齢化に対応したグループホーム等の地域の支援基盤の拡充が必要。


②地域生活移行者数の増加
●達成状況
　○（達成率：83.6％）
・目標値535人に対して、実績値447人。

●要因分析・考察
・第５期障がい福祉計画期間（H30～R2）における地域生活移行者数は、施設入所者の重度化・高齢化により、鈍化傾向にある。

・そのため、重度化・高齢化に対応したグループホーム等の地域の支援基盤の拡充が必要。

●今後の課題
・重度化・高齢化に対応したグループホーム等の地域の支援基盤の拡充が必要。



	改善（Ａ）

	【Ｒ３年度における取組等】
・重度知的障がい者で行動障がいなどの状態を示す方を支援できるグループホーム等を増やすため、昨年度から支援ノウハウを有する事業者によるコンサルテーション事業（重度知的障がい者地域生活支援体制整備事業）を実施している。

・また、グループホームにおいて、障がい特性に応じた専門的な支援が安定的に行えるよう体制強化について引き続き、国に対し要望を行った。
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